
生活交通ネットワーク協議会　分科会の運用について

橋本市生活交通ネットワーク協議会　委員名簿 R03.6.4現在
道路運送法施行規則

第9条の3

地域公共交通確保

維持改善事業

活性化再生法第6条

＜地域公共交通計画＞

橋本市生活交通

NW協議会条例

幹事 団　　　体　　　名 役　職　名 氏　　名 地方公共交通会議 協議会 協議会 条項該当

1 会長 和歌山大学　経済学部 教授 辻本　勝久 （2-ニ.学識経験者） 3-四.必要と認める者 三.学識経験者 (5)必要と認める者

2 副会長 橋本市身体障害者連盟 顧問 渋田　年男 三.住民又は旅客 2-2.住民利用者 三.利用者 (5)必要と認める者

3 橋本市老人クラブ連合会 会長 堀川　憲一 三.住民又は旅客 2-2.住民利用者 三.利用者 (5)必要と認める者

4 橋本市区長連合会 会長 乾　幸八 三.住民又は旅客 2-2.住民利用者 三.利用者 (5)必要と認める者

5 橋本市区長連合会 理事 廣岡　慶三 三.住民又は旅客 2-2.住民利用者 三.利用者 (5)必要と認める者

6 橋本市社会福祉協議会 会長 中西　健 三.住民又は旅客 2-2.住民利用者 三.利用者 (5)必要と認める者

7 橋本市女性会議 会長 矢野　佳世子 三.住民又は旅客 2-2.住民利用者 三.利用者 (5)必要と認める者

8 橋本商工会議所 会頭 寺本　伸行 （2-ニ.必要と認められる者） 3-四.必要と認める者 三.必要と認める者 (5)必要と認める者

9 高野口町商工会 会長 米田　惠一 （2-ニ.必要と認められる者） 3-四.必要と認める者 三.必要と認める者 (5)必要と認める者

10 幹事 橋本市議会 議長 土井　裕美子 （2-ニ.必要と認められる者） 3-四.必要と認める者 三.必要と認める者 (5)必要と認める者

11 橋本市議会 総務委員長 樽井　豪男 （2-ニ.必要と認められる者） 3-四.必要と認める者 三.必要と認める者 (5)必要と認める者

12 幹事 国土交通省近畿運輸局　和歌山運輸支局 首席運輸企画専門官 黒坂　直樹 四.地方運輸局長 3-三.地方運輸局 三.必要と認める者 (4)地方運輸局

13 幹事 国土交通省近畿運輸局　和歌山運輸支局 首席運輸企画専門官 原田　晋司 四.地方運輸局長 3-三.地方運輸局 三.必要と認める者 (4)地方運輸局

14 西日本旅客鉄道(株) 橋本駅長 角野　敦彦 （2-ニ.必要と認められる者） 3-二.交通事業者 二.交通事業者 (2)交通事業者

15 南海電気鉄道(株) 橋本駅長 辻本　淳二 （2-ニ.必要と認められる者） 3-二.交通事業者 二.交通事業者 (2)交通事業者

16 幹事 南海りんかんバス（株） 取締役社長 大森　幸宏 二.事業者、組織団体 3-二.交通事業者 二.交通事業者 (2)交通事業者

17 有鉄観光タクシー（株） 取締役社長 川村　昌彦 二.事業者、組織団体 3-二.交通事業者 二.交通事業者 (2)交通事業者

18 大阪第一交通（株）橋本営業所 所長 平岡　明義 二.事業者、組織団体 3-二.交通事業者 二.交通事業者 (2)交通事業者

19 橋本タクシー(株) 代表取締役 土山　真敏 二.事業者、組織団体 3-二.交通事業者 二.交通事業者 (2)交通事業者

20 南海りんかんバス（株） 従業員代表 木村　泰雄 五.運転者組織の団体 3-四.必要と認める者 三.必要と認める者 (5)必要と認める者

21 橋本市民病院　事務局　総務課 課長 上垣　芳樹 （2-ニ.必要と認められる者） 3-四.必要と認める者 三.必要と認める者 (5)必要と認める者

22 国土交通省近畿地方整備局　和歌山河川国道事務所 道路管理第一課長 梅本　英雄 （イ.道路管理者） 3-四.必要と認める者 二.道路管理者 (3)道路管理者

23 和歌山県伊都振興局　建設部 部長 船戸　直哉 （イ.道路管理者） 3-四.必要と認める者 二.道路管理者 (3)道路管理者

24 橋本市建設部 部長 西前　克彦 （イ.道路管理者） 3-四.必要と認める者 二.道路管理者(立適) (3)道路管理者

25 橋本警察署 署長 鈴木　正太郎 （ロ.県警察） 3-四.必要と認める者 三.公安委員会 (5)必要と認める者

26 かつらぎ警察署 署長 大野　薫 （ロ.県警察） 3-四.必要と認める者 三.公安委員会 (5)必要と認める者

27 幹事 和歌山県企画部地域振興局　総合交通政策課 課長 中嶋　宏 （2-ニ.必要と認められる者） 3-一.関係する県・市 三.必要と認める者 (1)関係する県・市

28 橋本市 副市長 森川　嘉久 一.主宰の市長 3-一.関係する県・市 一.作成する地公体 (1)関係する県・市

29 幹事 橋本市総合政策部 部長 上田　力也 一.主宰の市長 3-一.関係する県・市 一.作成する地公体 (1)関係する県・市

30 橋本市健康福祉部 部長 土井　加奈子 一.主宰の市長 3-一.関係する県・市 一.作成する地公体 (1)関係する県・市

31 橋本市経済推進部 部長 北岡　慶久 一.主宰の市長 3-一.関係する県・市 一.作成する地公体(観光) (1)関係する県・市

32 公益社団法人　和歌山県バス協会 専務理事 森下　清司 二.事業者、組織団体 3-四.必要と認める者 三.必要と認める者 (5)必要と認める者

33 一般社団法人　和歌山県タクシー協会 会長 川村　昌彦 二.事業者、組織団体 3-四.必要と認める者 三.必要と認める者 (5)必要と認める者

34 一般社団法人　和歌山県ハイヤー・タクシー協会 専務理事 西村　芳通 二.事業者、組織団体 3-四.必要と認める者 三.必要と認める者 (5)必要と認める者

（敬称略）

●道路運送法施行規則第９条の３

地域の実情やニーズに応じた公共交通の形態、運行ルート、運賃、

運行回数などを議論する「地域公共交通会議」の構成員を定め

たもの。事業許可申請や廃止届出の手続きが短縮されたり、乗合

運送事業参入のために必要な最低車両数が弾力的に取り扱わ

れるなど、地域公共交通の見直しをスピーディに進める上で設置す

るメリットが大きい。

●地域公共交通確保維持改善事業

過疎地域の移動手段を確保するためのバスや地域内交通の運行、

輸送車両の購入等について年1回事業計画を策定し、国からの

補助金を受けて取り組むもの。策定には、左記の協議会による承

認が必要である。

●活性化再生法第６条〈地域公共交通計画〉

高齢化や公共交通サービスの需要の縮小などの問題に対応する

ため、市町村が中心となって策定する「地域公共交通計画（マス

タープラン）」（旧：地域公共交通網形成計画）にかかる協議

会の構成員を定めたもの。

⇒上記３つの協議会を統合し、協議の効率化を図ったものが

「橋本市生活交通ネットワーク協議会」である。

【現 状】

新型コロナウイルスの感染拡大等、「委員が一同に会する場」を頻

繁に持つことは難しい現状がある。また、扱う議題によらず毎回全委

員を招集することは、効率的であるとは言い難い。

【提 案】

案件に応じて、関係する委員を会長が招集する「分科会」を検討

する。

参考



（道路運送法施⾏規則 抜粋）

（橋本市⽣活交通ネットワーク協議会条例 抜粋）

（地域公共交通確保維持改善事業費補助⾦交付要綱 抜粋）

参考



（地域公共交通の活性化及び再⽣に関する法律 抜粋）


